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1. はじめに 

冷戦の終了後、 持続的経済成長と 雇用の確保が 多くの国において 最重要な国家目標となりつ 

つあ る。 持続的な経済成長を 遂げるにおいて、 技術革新は不可欠であ り、 かつ多大な影響を 与 

えることが知られている。 それゆえに技術革新を 促す技術政策は、 過去にも増して 重要になっ 

てきている。 

また今日、 技術革新は単に 研究開発投資、 そのストックだけでなくスピルオーバーや 学習等 

の 効果をも包摂化したシステムとして 捉える必要があ るとの認識が 高まってきている。 技術政 

策の評価においても、 このような考え 方に従い上記のようなシステムとそれぞれへの 効果を分 

析 する必要があ る。 

本報告では全要素生産性 (TFP) を分解方法を 提示し、 各時代ごとに 技術政策 ( 民間への助成 ) 

の上記の各ファクターへの 誘発効果を分析し、 時代ごとに技術政策とのマッチンバの 計量的分 

析を試みる。 

2. 技術政策 

(1) 民間への助成 

民間部門の研究開発活動に 対する政府の 助成には、 補助金、 委託費、 税制上の優遇措置およ 

び 政府系金融機関を 通じた低利融資の 4 つのタイプがあ る。 本報告では性格の 異なる 4 タイプ   

の 助成それぞれの 誘発効果を別々に 分析している。 各助成タイプの 特徴は以下のようになる。 

①補助金 本来、 民間が出資するべき 民間の研究開発活動に、 政府が出資す 

るもの。 民間からの申請に 応じて政府が 交付を決定する。 研究内 

容は民間主導。 

②委託費 本来、 政府が行うべき 研究開発活動に、 政府が出資し、 政府に代 

わって民間に 研究開発活動を 委託するもの。 研究内容は政府主導。 

③税制上の優遇措置税金を 減免することにより、 民間の研究開発活動の 研究開発活動 

を促進するもの。 

④低利融資 民間の研究開発活動に 対して市中の 金融機関より 低い利子率で 公 

的な資金を貸し 付けることにより、 研究開発活動を 促進するもの。 
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(2) 技術政策の変遷 

図 1 は製造業の研究開発強度 ( 売上高 あ 
  

たりの研究開発費 (%)) を 図にしたものであ " 

るが、 そこからも日本の 戦後の産業技術に   

おいて、 転換点が :,1 つあ ったとことがわか い     
る 。 それぞれの転換点において 社会状況の     

変化に対応し、 技術政策も変遷を 遂げてい       

る 。 それぞれの転換点における 社会的背景     

の変化および 技術政策の主な 対応は以下の lg 車 99@@t  S 接 J  ilH s Ⅰ ⅠⅠ 4@  0 Ⅰ z 6]l Ⅰ 4  ⅠⅠ (@  S Ⅰ @  1 Ⅰ i Ⅰ l Ⅰ T Ⅰ l1  I Ⅰ l Ⅰ l ⅠⅠⅠ @ Ⅰ l 守 7@  ffl 7 ⅠⅠ ⅠⅠ 012  1131g l4  ち 1f  S Ⅰ @  ( Ⅰ ヰ ⅠⅠ i9 Ⅰ 0% @ Ⅰ Ⅰ 3l @<  Ⅰ Ⅰ 1 

図 1  製造業研究 @ 吾発注 度 @  (%  ) 
ようになる。 出典 : 参考文献 @3l P124 を基に作成 

第 1 転換，黒 1966 年 ) 

附会的背景 ] 貿易・資本の 自由化による 自主技術開発の 必要性が高まる 

内応 ] 大型プロジェクト 制度 (1966) 

第 2 転換点 (1979 年 ) 

附会的背剣 石油危機の影響による 低成長。 エネルギー技術研究開発、 基盤技術の必要性。 

内応 ] 代替エネルギ 一法、 エネルギー特別会計、 NEDO(1980) 

次世代産業基盤技術研究開発制度 (1981) 

第 3 転換点 (1992 年 ) 

附会的背景 ] バブル崩壊による 低成長、 研究開発離れ 

内応 ] ナショナルプロジェクトの 統合 (199 の 

3. 分析方法 

本報告では、 TFP を 3 つの要素 ( 規模の経済、 技術の間接的影響、 技術の直接的影響 ) に分 

解し、 それぞれの要素に 対する政策 ( 補助金、 委託費、 税制、 融資 ) それぞれの影響の 変化を 

分析する。 

(l)TFP の分解 

TFP の成長率は以下のように 表すことができる。 

TFFP=Q 一 F (1) 

ただし、 Q  : 生産高 F  : 全要素投入 

以下、 ドットは時間微分ではなく 変化率を表す。 

要素投入 量アと 技術水準 r で決定される 生産関数を以下のように 定義する。 

g ヰ F( Ⅹ， r) (2) 

時間で微分し、 コストの最小化を 仮定し、 コスト弾性 値 71 年 (Oa/@ りソ QIC を定義すると、 

r 戸 p, 「 7+¥ わ 1-, 一 m] 戸 (3) 

一 424 一 



式 ( 援は計測された TFP の成長と、 生産関数のシフトの 関係を表している。 規模の経済がな 

いとき (77 Ⅰ 1K 、 かつ生産価格が 1 次同次のとき ( んヰ 1) のみ、 生産関数はシフトしない。 

以下、 議論の簡 m あ 化のためん 由 1 とする。 

技術成長の結果による 製品価格の変化率は 、 

ダ = 一 r 十 (J7 一り 9 (4) 

ここで、 

9 羊一ピ P (") ら 

ピ : 製品需要の価格弾性 値 

(4) 、 ( 卸から、 
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次に、 技術成長によって 誘発された全要素投入の 分析に入る。 各々の投入要素の 成長は 2 つ 

の部分に分けることができる。 

①追加生産にコスト 最小化のために 必要とされる 投入要素 

②生産高 1 単位あ たりに必要とされる 投入要素の減少による、 投入要素の減少 

①の移動は一冊 r に等しいので、 

Ⅹ i ヰり中 T-[ り、 T+ 加我 ] キ孔 ( Ⅵ 一 l)T-% ㏄ i ( Ⅰ ) 
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(8) 

デ i, 田 i Ⅰ 1 であ るので、 (8) は 、 

F,  笘 ?7( 明一 ])r (9) 

TFP の成長に対する 技術変化の貢献をすべて 考慮するため、 (27 を (2m) に代入すると、 

ZEP  ヰ 77-, は一 77)F  .+  (1  一 77 Ⅹ 中一 l)r  +  r (10) 

ただし、 F,=F- 与は技術変化の 誘発を除外した 全要素生産の 成長率。 

右辺の最初の 項が技術変化の 誘発を除外した 全要素生産の 貢献、 次が技術変化の 間接的影響、 

最終 頃 が直接の影響であ る。 
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ただし、 住 ， ぱ   Ⅹ。 がはそれぞれ 弾性 値 をあ られす。 

両辺対数を取って 時間で微分すると、 

(12) TF 七古 ぬび B+6 ぬ GE  +y ゼ Ⅰ N  + づ TAH Ⅹ 

式 (122) を用いて、 は ，月げ，ゐの 値を推定することが 出来る。 

(33) データ構築 

① TFP に関するもの 

「国民経済計算年報」 ( 経済企画庁 ) 、 「毎月勤労統計要覧」「民間企業資本ストック」「工業統計表」 

( 通産省 ) 、 「総合エネルギ 一統計」 ( 資源エネルギー 庁 ) などを基に作成。 (1955 年～ r997 年 ) 

②技術政策に 関するもの 

補助金、 委託費，「補助金便覧」「補助金総覧」 ( 財政調査会 ) 、 融資，「通商産業省年報」 ( 通商 

産業省 ) 、 税制「税制調査会関連資料」 ( 税制調査会 ) を研究開発デフレーター「科学技術白書」 

( 科学技術庁 ) で実質化し、 タイムラグ ，を 考慮して暦年化。 (1961 年～ 1997 年 ) 

4. 実証分析 

(l)TFP の分解 

式 (12) を用いて TFP の成長を各要素に 分解するにあ たって、 産出のコスト 弾性 値 

り主 ( ん ハ %)/Q/C 、 製品需要の価格弾性 値ピナ ( タ Q ん沈 )/PIQ を求める必要があ る。 こ 

こでは、 

C  Ⅰ ワ 0 0 与一 ピ P   

を 用いて回帰分析を 行った。 

その結果、 
  

り亡 1.2269  6 Ⅰ 0 ・ 5098   

が 得られた。 この値を用いて、         
口 " Ⅱ。 '" 較 "T 

式 (1 のから右図のような 結果が         
得られた。 図中の直接的技術は 、 

  
式 (10) の最終 1 頁で示される 技術 

変化の直接的貢献を 表し、 間接       

的 技術は、 式 (W0) の第 2 項によ                                                                                 
ピ ダダダダダが                                         ダダが ぎ ダダナダ 鮮 

図 2 TFP の分解 

l 新 エネ、 ルギー・産業技術総合開発機構 (NEDO) への政府からの 補助金は 、 新 エネ、 ルギー・産業技術総合開発機構か 

ら 民間企業へ委託研究の 形で交付されるためここでは 補助金ではなく 委託費に含めた   

- 本報告では工業技術院の 審査を経た日本開発銀行からの 融資のみを融資 [ り データとして 使用。 

            こでは政策の 効果のタイムラグを、 民間企業における 技術ストックにあ られれる研究開発投資の   懐妊期間と等し @   

ヒ 仮定して計算 し だ。 
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って示される、 技術変化によって 誘発された投入要素の 変化の貢献を 表している。 また、 図中 

の規模の経済は、 式 (10) の初項によって 示される技術以覚がもたらす 投入要素の変化、 つまり 

要素価格の変化によって 誘発された投入要素の 貢献、 外生的需要シフトによって 誘発された投 

入要素の変化の 貢献などを表している。 

時代を通じて 直接的技術、 間接的技術が TFP の成長にプラスに 貢献しているのに 対し、 規模 

の経済がマイナスに 貢献していることが 分かる。 また、 プラスに最も 貢献している 直接的技術 

も 1970 年代半ばを境にその 貢献が小さくなっている。 

(m) 政策効果の分析 

技術政策の時代別の 効果を分析するにあ たって各時代の 期間を設定する 必要があ るが、 本報 

告では 2.(2U における産業技術の 転換点に、 政策の効果がタイムラグを 持って現れることを 考 

蔵 した上で、 1 期 1961 年～ 1969 年、 11 期 19 「 0 年～ 1982 年、 111 期 1983 年～ 1995 年とした。 。 

また、 式 (1 のを用いて 1 期から 111 期を分析するにあ たって以下の 2 通りの手法を 用いた。 

①回帰する期間を 3 期に分け、 それぞれの期間において 回帰分析を行う。 

②係数ダミーを 回帰 式に 挿入し、 ョ 期間を 1 度に回帰分析を 行う。 

それぞれの手法で 得られた分析結果は 以下のようになる。 

表 1  政策効果の分析① 

規模Ⅰ 規模Ⅱ 規模Ⅲ 間接 1  間接Ⅱ 間接 皿 直接 1  直接Ⅱ 直接Ⅲ 

決定係数 0 ． 426986 0.60l326 0.777265 0.195874 0.57749@ 0.75l357 0.i95874 0.57749l 0.75l357 

<S@@ SUB@ -0.1269*@ -0.0084@ 0.02661@*@ 0.017503@ 0.00025@ -0.0104*@ 0.142035@ 0.002026@ -0.08483 

FIN 0.005259 一 0.00082 0.0l00l5 一 0.00072 -0.00033 一 0.00198 一 0.00582 一 0.00271 一 0.01609 

TAX 0.00l723 0 ． 007085 -0.02l94 0.000l9l 一 0.00@67 0.00l708 0.00l55 一 0.0l355 0 ． 0l386 

AGE   弍 ・ 006  一 0.02015   0.001851 0.004366   0.015022 0.035427 

々 * は 10%  有意、 * は 15% 有意を示す 

表 2  政策効果の分析② 

規模 1  規模 DI  規模 Dm  間接 1  間接 Dn  間接 D Ⅲ 直接 1  直接 DI  直接 D Ⅲ 

決定係数 0.468278     0.399284     0.399284     

{@M@ SUB@ -0.209**@ 0.2068**@ -0.05892@ 0.0300**@ -0.030**@ 0.006668@ 0.2435**@ -0.247**@ 0.054112 

FIN 一 0.00665 0.028656 0.005693 0.00l935 一 0.00553 一 0.00078 0 ・ 0l5702 一 OL04488 一 0.00635 

TAX 一 0.00229 0.009378 一 0.00309 一 9.5 三一 05 一 0.00l63 0.000923 一 0.00077 一 0.0l322 0.00749 

AG 三   0.006699 一 0.02858   一 0.002* 0.003503   一 0.0l7* 0.028427 

"" は 10% 有意、 " は 15% 有意を示す 

分析の結果、 表 1 、 表 2 で示されるよ う に、 分析手法① 、 ②の両方において 決定係数は総じ 

て 低く、 また係数においても 統計的に有意な 結果は得られなかった。 

この他にも非説明変数を TFP の成長の各要素の 3 年 移動平均にして 同様の分析を 試みたが、 

統計的に有意な 結果は得られなかった。 

4 ここでは政策の 効果のタイムラグを 脚注，のタイムラバに 最も近い ¥ 年ヒ した - 

" l1)1)(; 年以降は取得データの 期間か，，年間しかないために、 ここでは分析を 実施できなかった ， 
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5. 考察 

本報告の目的は、 以下の 4 点に集約される。 

① 日本の製造業の TFP を分解し、 各構成要素を 計量的に提示する 

② 民間への研究開発助成政策を 定量化する 

③ 包摂的システムを 考慮した上で、 政策の効果を 分析する 

④ 政策の TFP への影響をその 経路・時代ごとに 比較する 

①に関しては、 時代を通じて 直接的技術、 間接的技術が TFP の成長にプラスに 貢献している 

のに対し、 規模の経済がマイナスに 貢献していること。 また、 プラスに最も 貢献している 直接 

的 技術も 1970 年代半ばを境にその 貢献が小さくなっているという 結果が出ている。 これは、 

技術的・経済的にキャッチアップの 時代であ った高度成長期には、 外国との技術の 格差も大き 

く 技術の成長の 余地が多大にあ ったこと、 また技術の格差が 縮まり技術自体の 成長が鈍化した 

ことと大いに 関係があ るように思われる。 規模の経済がマイナスに 貢献しているのは、 要素 価 

格の上昇によるものであ ると考えられる。 

②に関しては、 民間への研究開発政策を 4 つぼ分類し、 それぞれを定量的に 扱 う ことが出来 

た 一 O 

③に関しては、 政策の TFP の貢献というブラックボックスの 中身を、 民間への研究開発政策 

の 4 つの政策ツールと TFP のさつの構成要素の 関係を考えるという 12 通りの経路で 政策の TFP 

への貢献が分析できる 可能性を示唆できた。 

④に関しては 本報告で、 分析の一例を 試みたが、 統計的に有意な 結果は得られなかった。 そ 

の 原因の一つとして 分析に用いた 式が両辺に変化率の 含まれる式であ ったため、 数値が乱高下 

する場合があ ったためであ ると考えられる。 今後の課題として 政策の貢献を 統計的に有意に 分 

析 できる分析手法の 開発が挙げられる。 
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